
①予算の総額

②歳入の推移

　

２１年度
（6月補正後）

２２年度

42,546,269

39,550,000

16,074,600

15,045,800

平成２２年度当初予算　一般会計の詳細資料

　

平成２２年度当初予算 【単位：千円、％】

会　計 予算額 対前年度比

一 般 39,550,000 △ 7.0

国保（事業） 9,945,000 3.1

国保（施設） 195,000 △ 10.4

老 健 6,600 △ 70.8

後期高齢 1,000,000 22.0

介 護 6,483,000 5.1

簡易水道 196,000 △ 4.4

下 水 道 3,927,000 △ 25.6

△ 5.3

集落排水 1,227,000 △ 23.4

市 場 49,500 5.3

2,648,353水 道

歳入と市税の推移 【単位：千円】

割合

42.2%17,075,200

うち市税年度

２０年度

当初予算

40,450,000

37.8%

38.0%

合 計 68,766,895 △ 7.1

△ 28.5

病 院 3,539,442
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【百万円】
当初予算 うち市税

　平成22年度予算は、市長が就任後初めて編成する本格予算であり、「行財政改革の効果が見える予

算」を基本とし、『安心できる希望都市』の実現に向けた確かな一歩を市民の皆さんに実感していただけ

るような予算としました。一般会計予算規模は、395億5,000万円(対前年度比7.0％減)､特別会計(9会

計)及び企業会計(2会計)をあわせた11会計では､292億1,689万5千円(同7.1％減)で、全会計総額は

687億6,689万5千円(同7.1％減)となりました。

　個人所得の大幅な減少や企業収益の急激な悪化等により、市民税等の市税収入が引き続き落
ち込む一方、社会保障関係経費の自然増や公債費の増、先送りが許されない行政需要が多く見
込まれるため、大変厳しい財政状況にあります。こうした中、「行財政改革の効果が見える予
算」を基本としつつ、山積する課題を解決し、「安心できる希望都市」を実現するため「選択
と集中」をより徹底しました。特別会計では､後期高齢者医療制度がスタートしたため平成22
年度限りとなった老人保健特別会計では対前年比70.8％の減、後期高齢者医療特別会計では、
広域連合負担金の増加等により22.0％の増、下水道事業特別会計では､湖南中部処理区の下水
道整備の完了が近づいてきたことから工事経費の減少により25.6％の減となりました。

※前年度比較については、平成21年度当初予算が市長選挙執行に伴う骨格予算であったた
め、
　政策予算を盛り込んだ6月補正予算と比較しています。

市税当初予算額は２年連続減少



③歳入の内訳（一般会計）

交

付

金

④税収の動き

（当初予算比較）

合　計 15,045,800 16,074,600 17,075,200

区　　分 予算額

平成２２年度歳入内訳

　

【単位：千円、％】

対前年比

15,045,800

地 方 譲 与 税 365,000

利 子 割 40,000

市 税

6,000

株式等譲渡所得割 1,000

地 方 消 費 税 880,000

配 当 割

33,000

自 動 車 取 得 税 124,000

地 方 特 例 230,000

ｺ ﾞ ﾙ ﾌ 場利用税

繰 越 金

個人市民税

20,000

地 方 交 付 税 9,550,000

分 担 金 ・ 負 担 金 569,629

交 通 安 全 対 策

496,676

国 県 支 出 金 6,702,299

繰 入 金 1,006,160

使 用 料 ・ 手 数 料

200,000

そ の 他 1,465,136

法人市民税 701,000

固定資産税 8,185,700 8,041,800

1,602,000

税　目 ２２年度

5,238,500

２１年度
(6月補正後）

5,058,000

7,000

市 た ば こ 税 600,000 654,000 654,000

軽自動車税 262,000

市 債 2,815,300

合　　計 39,550,000

264,000

土地保有税 100 100 100

8,245,600

２０年度

入 湯 税

都市計画税 229,000 272,000

10,000 11,200

△ 6.4

△ 8.3

△ 7.0

△ 64.7

0.0

△ 12.0

△ 5.7

△ 33.2

△ 6.3

0.0

12.4

△ 6.8

5.5

△ 3.4

△ 16.8

△ 69.7

△ 1.0

△ 37.6

△ 7.0

2,461,000
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市税の内容 【単位：千円】
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　個人所得の大幅な減少や企業収益の急激な悪化等により、市政の原動力である市税収入は対前年

度比6.4％減の150億4,580万円を計上しました。一方、地方交付税は、税収の大幅な減や国の「地域

主権改革」による地方交付税総額の増加により95億5,000万円(同12.4％増)を計上しました｡国･県補

助金は、福祉施策、農林業施策、道路改良・街路事業、義務教育施設整備事業等を主なものとして、

67億229万9千円(同3.4％減)としました。このようなことから自主財源が減少し、自主財源比率が対前

年比1.0％減の47.5％になりました。

　個人市民税は､税源移譲に伴う住宅ローン控除を

加味し、50億5,800万円（対前年度比3.4％減）

を、法人市民税は､景気の急速な悪化の中、対前年

比56.2％減の7億100万円を見込みました。また、

固定資産税については、対前年比1.8％増の81億

8,570万円を計上しました。



⑤市債の推移

(当初予算比較)

　 　

　

２１年度
（6月補正後）

4,509,900 5,723,119

（一般会計）

２２年度 2,815,300

市債残高(H21・22は見込)

２２年度

公債費

市債・公債費の推移 【単位：千円】

年度 市債

3,869,800 5,429,802２０年度

5,814,120

【単位：千円,％】

53,716,842

２１年度 55,694,268

市債残高

２０年度 54,595,619

年度 伸率

-2.2
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-3.6

地 方 債 残 高 の 推 移（一般会計）
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【百万円】

市債 公債費

　21年度末で、556億9,426万8千円を見込んでいます。22年度当初では合併特例債8億340万

円、臨時財政対策債20億円など28億1,530万円(対前年度比37.6％減)の新規借入を計上しまし

た。一方、元金償還金を47億9,272万6千円(対前年度比5.6％増)を計上したことにより、22年

度末市債残高は、537億1,684万2千円を見込んでいます。

市債発行の抑制にともない実質的な市債残高は減少

注意：平成20年度までは各年度末現在高、平成21年度および平成22年度は見込み額です。

■「臨時財政対策債」とは、国から地方公共団体に分配する地方交付税が足りないため、その不足する金額の一部を、いっ
たん地方公共団体で借金をしてまかなっておく市債を指します。平成１３年度からつくられたしくみで、特徴として借りた
お金を自由に使え、返済する年度の地方交付税額を計算するときに、返済金額が１００％（全額）上乗せされます。近年
は、この「臨時財政対策債」の発行が多額になっており、市債残高の増加要因となっています。

■「合併特例債」とは、合併を促進するための財政支援策の一つで、合併後に市町村建設計画に基づいて行う事業や基金の
積み立てに必要な財源をまかなう市債で、合併後１０年間活用できます。この特別な市債を合併特例債といいます。合併特
例債は、返済する年度の地方交付税額を計算するときに、返済金額の７０％が上乗せされます。

実質的
な市債



（一般会計以外）　市債残高(H21・22は見込)

　

⑥基金の状況
　

80,529

77,040

73,477

伸率

-1.2

1.0

-2.5

32,014,929

32,065,383

水道

2,851,017

3,200,948

集落排水

7,936,181

7,678,504

市場

48,668

47,779

7,416,109

年度

２０年度

２２年度 1,202,371

21年度

20年度

99,848,661

減債基金

【単位：千円,％】

【単位：千円,％】（合計）

２０年度

病院

2,498,362

2,356,046

2,248,03644,252 3,122,755

市民１人あたりの負担 （H21・22は見込）　    【単位：円】

年度

２１年度

市債残高

101,373,364

102,397,717

２１年度

10,215,624 14,243,663

32,024,819

下水道簡易水道

1,348,059

1,277,749

※ 人口は各年1月1日現在の総人口

20年度 2,904,842

基金残高の推移　(H21・22は見込)

2,170,473 10,131,185

　

その他特目基金 合計

２２年度

年度 国保（施設）

年度 個人市民税 基金残高 市債残高

　

22年度 1,559,365 1,812,341 10,001,145 13,372,851

46,258

財政調整基金

468,933

2,126,557 1,901,482

15,206,500

22年度 42,936 113,609

【単位：千円】

456,353

127,979 459,482

21年度 44,107 119,928

46 44 43

128 120 114

459 469 456

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

20年度 21年度 22年度

【千円】

個人市民税

基金残高

市債残高

　景気の後退による税収の落ち込みにより、財源不足を補うために財政調整基金、減債基金及び
公共施設整備基金等から10億616万円(対前年度 16.8％減)を繰り入れました。

財源不足等に対応する基金残高が大幅に減少

地方債残高の推移（全会計）

通常債

合併特例債

臨時財政対策

下水道事業特別会計

農集排特別会計

病院事業会計

水道事業会計

19年度末 20年度末 21年度末 22年度末

学校
道路
街路
公園
住宅
農道
　等

1,026億円

一
般
会
計

特
別
会
計

1,014億円

545億円

1,024億円
998億円



⑦歳出の内訳（一般会計）

科目別内訳

性質別内訳

繰出金等の動向

【一般会計から各特別会計への繰出金】

【一般会計から企業会計への負担金】

病院

455,681

784,068

【単位：千円】

【単位：千円】

市場

8,057

10,968

集落排水

691,000

２２年度 1,925

年度 水道

２１年度 0

637,014

下水道

1,304,500

1,316,300

簡易水道

58,760

59,818

介護

984,984

1,001,746

後期高齢

216,100

230,624

老　健

633

年度 国保（施設）

3,645,648

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

２１年度

２２年度

予 備 費

性質名

繰 出 金

686,547

604,190

公 債 費

補 助 費 等

貸付金・出資金

0

130

1,982

国保（事業）

18.8

△ 26.5

8.2

118,645

議 会 費

42,449

△ 61.6

138,446

244,868

4.0

△ 13.9

4,131,887 △ 16.4

12,461,544

△ 6.4

△ 36.1

5,814,120

△ 19.2

75,410

1.6

6,418,825

△ 28.9

△ 23.7

△ 7.0

1.6

△ 6.3

△ 29.5

0.0

5,973,800

1,908,488

1,513,387

424,468

3,144,699

5,814,120

47.4

平成22年度

【単位：千円】

対前年比

30,000

39,550,000

6,838,216

7,794,446 △ 4.5

維持補修費

物 件 費

12.0

合　　計

2,560,935

積 立 金

普通建設事業費

人 件 費

扶 助 費

予 備 費

合　　　計

24.9

4,993,373

△ 74.9

39,550,000 △ 7.0

30,000

135,348 14.0

0.0

4,846,878

平成22年度 対前年比

【単位：千円】
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予 備 費

諸支出金

公 債 費

教 育 費

消 防 費

土 木 費

商 工 費

農林業費

労 働 費

衛 生 費

民 生 費

総 務 費

議 会 費

8,127 8,163 7,794

4,017 4,639 6,838

5,430 5,723
5,814

6,397
6,858

6,419

6,692
6,180 4,993

3,996 3,879 4,847
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【百万円】 予　備　費

普建事業費

積　立　金

貸　付　金・出資金

繰　出　金

補助費等

維持補修費

物　件　費

公　債　費

扶　助　費

人　件　費


